



世界経済の長期動態が,単 純な右上が りの線型的変動ではな く,波 動変動
的循環性を有するという認識は,こ れまで,多 くの経済学者によって余り肯
定的に認知されてこなか った。 しかし,1985～90年 の 日本経済の歴史的 巨
大バブルの形成 とその破裂(1991年)に よって生 じた長期不況や覇権国 ア
メリカ経済のITバ ブルとその崩壊(2000年 秋)に よる株価の崩落などによっ






現象によって,必 ず しも,・「世界経済の法則性」として認識 されているわけ
ではないが,18世 紀の後半以来,約200年 以上にわたって,四 つのコン ド












(n)非 物価系列(生 産数量や資本蓄積率などの実物変数系列)を 研究対
象 とす る長期波動論
(血)「 対位法」を用いた長期波動論
ここで言 う(血)の 「対位法」 という用語は,本 来音楽の作曲技法に関す
る概念であり,そ れぞれ独立 している二つ以上の旋律を組み合せることによっ
.て構成される作曲技法を意味 している。従って,長 期波動論で対位法という





れた理論体系であるが,す べての長波論が必ず しも 「時期区分」や歴史的事
実認識において同一の結論に到達 しているわけではない。
いま,物 価系列に研究対象の主眼を置きながら,そ れをベースとする 「時
期区分」をもととして,な んらかの妥当な理論的説明を与える長期波動論を
『物価系列的対位法にもとつ く長期波動論』 と呼び,ま た,非 物価系列(数
量,生 産系列などの実物変数系列)に 対 して研究対象の主眼を置きなが ら,






分類 されるのであるが,こ の両者による長期波動 は歴史的実体の同一局面を
取 り扱いながら,必 ずしも時期区分や歴史的事実認識 において一致するとは
限らず,両 者の関係が無矛盾の関係 にあるとは言えないのが現実である。
2.物 価系列的対位法 にもとつ く長期波動論
2.1コ ン ドラチ ェフの問題提起
通常 「コンドラチェフ長期波動」 という場合には,与 え られた物価系列
(卸売物価系列)を 移動平均法を用いて短期波や中期波を消去 し,得 られた
系列の峰(ピ ーク)と 谷(ト ロフ)を 「時期区分」の基準 として,検 出され
た周期的波動変動を言 う。 コンドラチェフは,物 価系列を基礎 と して18世
紀末か ら第一次大戦後までの130年 間に渡 って,約50～60年 を周期 とす る
2個 半の長期波動を検出 したのであったω。
図1は,コ ンドラチェフによって示されたイギ リスとアメ リカに関する長
期波動出あり物価水準の高低を標準 とする物価指数(1901～1910年=100)
をもととして作成された循環的波動である。 この図は長期波動の原初的パ
ターンを示す ものであり,今 日の長期波動論における基本的出発点 となって
いる(2)。その後,1920年 以後の歴史的経過を追加 して考慮す るならば,
1920～45年 の約25年 間は第三次長期波動の下降局面であ り,第2次 大戦の
終了と共 に,1945年 で第三次波が終結 したものと考えられる。 そ して1945
年から始まる第四次波は1973年 をピークとして1980～90年 代の下降局面を
経て,今 日(2002年)の 世界経済は,来 たるべき第五次波 との移行過程に
おける 「長波的谷間」の中に位置するものと考え られる。




































第一次波動 1789 1789～1814 1814 1814～1849 1849 60年
第二次波動 1849 1849～1873 1873 1873～1896 1896 47年
第三次波動 1896 1896～1920 1920 1920～1945 1945 49年




一般に 「コンドラチェフ長期波動」 という場合には,こ の物価系列を基礎






第一次 第二次 第三次 第 四次 第五次









フ長期波動が展開され,現 在は,こ の第四次波と第五次波との間の 「長波的
谷間」の中に位置 し,す でに57年 のタイムスパンを持つに至っている。
コンドラチェフ的長期波動が 「物価系列」を基礎 とする物価循環の中に示
現するとする考えは,今 日一般的に広 く認知された長波の現象形態であり,




統計的に提示 しただけなのではなく,い わゆる 「対位法」を用いることによっ
て,時 期区分が もつ経済的特質を五つの構成要因から内生的に説明すると共
に,物 価変動における50年 サイクルの歴史的循環変動を論理的に整合化 し,
時期区分の妥当性を強化 したのである。
「対位法」 として用いられた長期波動の第一は,長 期波動 とそれよりも低
次な短期や中期の景気変動との間の経済的特質について特異な説明を与えた
ことである。すなわち短期や中期の景気循環は長期波動の存在によって,一
定の刻印を受け,長 期波動の上昇期には,短 期 ・中期の好況年数が規則的に
優位を占めるのに対 して,反 対に長期波動の下降期には短期,中 期の不況年
数が規則的に優位を占めるという仮説を提示 したことである③。 この仮説 は
「景気年数仮説」 と命名すべきもので,1840年 代の 「飢餓の40年 代」 や,
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政経論叢 第71巻第3・4号
1870～90年 代の 「長期持続的不況とデフレ」,1930年 代におけるアメリカの
バブルとその崩壊による 「世界的大不況」,1990年 代の 日本のバブルとその







生ず筍農耕地や資源の限界的制約に対 して農鉱産物の価格は急上昇 し,こ れ
ら商品の生産増大へのインセンティブが刺激される。 しか し,農 鉱産物の供
給弾力性は小 さく,生 産は急速に増大 しないために,価 格は一層急上昇する。
しか しある時間的遅れによって,農 鉱産物の供給が増大するとき,価 格は急




易される商品に占める農鉱産物の割合は,工 業製品よりも高 く,従 って,農
鉱産物価格の先鋭な低下は,農 工国の世界同時不況をもたらし,長 く停滞
する世界不況を導 く決定的な役割を持つ ものであった。コンドラチェフも指
適するように(4),ナポレオン戦争後の1814～49年 の 「デフレと不況」 や,
1870年 代初期～96年 の 「世界同時デフレと長期不況」,さ らには第一次大戦
後の一次産品価格による 「農業不況」などは,コ ンドラチェフ物価系列を基
本 とする対位法を裏付ける歴史的証左として理解されるものである。
特に今日注目されなければな らない農鉱産物問題は,第 四次長期波動 の
「中核的投入要素(KeyFactor)(`)」 であった 「石油」の果 した役割である。
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1973年 と79年 の2回 に及ぶオイルショックによって石油価格は暴騰 し,世





「長期波動の下降期には,と くに多 くの生産 ・交通技術上の発見,発 明がな
されるが,そ れ らの発見 ・発明は新 しい長波が開始 されではじめて,広 範に
経済的実践に応用されるのが常である(6)」という。すなわち発明や発見は,
長波の下降期に 「DepressionTrigger(不 況誘引)」 として発生 し.そ れが





の考えをより明確に示 したのは,現 代 シュムペ一夕 リア ンと して知 られ る
G.メ ンシュである(7)。メンシュは,技 術の普及伝播がロジスティックな 「S」




不況が長期化するとき,企 業家の期待収益率は低下 し,既 存技術 と 「断続」
する新規技術ベースを基本とする発明や発見が促進されることになる。既存
技術にかわる新規技術が開発され,そ れをベースとする生産が開始されると















既存技 術的パラダイム 新規技術 的パラダイム
技ー術のパ ラダイ ムシフ ト
図3
図3が 示すような 「メンシュモデル」は 「循環的変型モデル(Metamor-
phosisModel)」 と呼ばれ,技 術{D展 開と物価波動 との関係を示す典型的な
物価系列的対位法を用いた長期波動論である。ここで注目されねばならない
メンシュモデルの特徴は,長 期波動の 「谷間」(ト ロフの近傍)が デ フレ的
物価の底点であると同時に,既 存技術パラダイムの普及が成熟飽和点を達成
し,さ らにDepressionTrigger(不 況誘引)と して,新 規技術的パ ラダイ




かったのであるが,「 メンシュモデル」では,物 価系列的長期波動に 「技術
波及とその断続的展開」という非物価的技術の構成要因を対位法的に付け加
えることによって,長 期波動形成の本質的理解を明確に提示 していることで





し,過 剰設備や倒産があちこちで発生すると共に,他 方では,こ れまで想像
だにしなかったような革新商品(例 えば,ア ジアからの価格破壊的な低廉製
品や技術最先端商品など)が 市場に出現 し,"混 乱と激動"の 「荒波の渦」
が生起 している状態 とみることができよう。
一般に,技 術革新による物価系列的対位法にもとつく長期波動は,こ れま
で歴史的事実 として第四次にわたって,す でに観察されてお り,図4の よう
に示すことができる。
今 日,第 四次と第五次の長波的谷間においては,1990年 代初頭か ら情報
関連の技術を中心として時代にエポックを画するような"新 規技術ベースの





つぎに,第 四番 目の対位法にもとつく長期波動に対するコン ドラチェフの
説明は,「金生塵と新開国(ニ ューフロンティア)」の問題である。 コンドラ








長 波 第三次長 波 第四次長波 第五次長波
iliiiii}
副 嚢1嚢i嚢 … 嚢Time
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紡績工業 鉄道 化学主業 航空機 バイオテクノロジー






植 民地 の組 み入 れ の強 化に よ って,世 界 市場 が拡 大 され るのが つ ね で あ
るO⑧」 とい うO
金生産 と長期 波動 に関する コン ドラチ ェフ的論 理仮 説 の最大 の特徴 は,
「物価 と金 生産」 との間 には相互 にフィー ドバ ック的関 連が 存在 す る とい う
ことで ある。
イギ リスでは1オ ンスの金 価格 が1663年 以来1931年 まで に約300年 に も
わ たって,戦 争 の非 常時を除 き,約86シ リングに公定 されて お り,ア メ リ
カで も,1837年 以来,1933年 まで約100年 間 にわ た って,1オ ンス=20.67
ドルに固定 され ていたのである。金価格 が公定 的に固定 されてい るとき,金
の価値(GL)ζ 物価(F)と の間には,反 比例関係が成立 し,
GG=1/F
とな る。す なわち,金 価値(0ρ は物価(F)が 下落 した幽ときに増価 し,物 価
(P)が 上昇 した ときに減価す る。従 って,物 価 系列 に よ る長 期波 動 が上昇
す るとき,と くに長期波動の ピーク近傍 においては,金 鉱 山で働 く労働者 の
賃金や物件費 も高騰 し,金 生産 は採算 の取 れない ものとな り,生 産量 は激 減
す る。 反対 に長期波動が下降 し,賃 金や物件費 が下落す る場合,金 の購買力
も上昇す るため,金 価値(6つ は高 ま り,金 産 出の 「限 界金 鉱線(9)」 が拡大
され る。 限界金鉱線 の拡大は,こ れ まで採算が とれず に放置 されていた金鉱
山が"市 場性"を もつ ようになることで あ り,物 価低下 に応 じて,つ ぎつ ぎ
と限界的新鉱脈が採掘 され,金 生産 は増大 され る。 と くに物価水準 が長期 波
動の底点(ト ロフ)に 近づ くにつれて,金 産 出の採算 は極大化 し,か かる低
物価の時期 にお いて は,歴 史的 に 「巨大 な新金 鉱」 が発 見 され る傾 向が強
ま る。
事実 これ までに歴史 的な巨大金鉱 が発見 され たの は,1849年 の カ リフ ォ
ルニア の金鉱 や,1851年 のオース トラリアの金鉱 の発 見 であ るが,こ の 時
期は,物 価系列的長期波動の第一次波 における下底 に相 当す る。 また南 ア フ
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リカにおけるトランスバールの金鉱の発見は1885～90年 の頃であ り,こ れ
もまた第二次長期波の下底の近傍においてであった。
第三次波の下底は,1930年 代であるが,こ の時には物価の下落にもかか
わ らず,大 きな金鉱は発見されなかったのであるが,1931年 と1933年 にイ
ギ リスとアメリカで金の公定価格が引き上げられ,20.67ド ルか ら35ド ルへ
と上昇 した。 この金価格の引下げは,あ たかも金鉱が発見されたかのような
























カリフォルニア(1890)南 アフ リカ イギリス金価格引上げ(1931)





増大する。従 って貨幣用金としての中央銀行の準備金 も増加 し,通 貨は増発
され,金 利が低下すると共に,投 資が増大 し,経 済は拡大する。経済の拡大
は総需要を増大させ,徐 々に物価を上昇させるような作用を促進することに
なる。
他方,物 価の上昇は,金 生産の利益を減少させ,さ らには金価値が減価す
るために,金 の生産量は減少する。従って貨幣用金としての中央銀行の準備
金 も減少 し,通 貨は削減され,金 利が上昇すると共に投資が減少 し,経 済が
縮小す る。経済の縮小は総需要を削減させ,次 第 に物価を下降させるような
作用を促進する。
か くして,コ ンドラチェフの長波的対位法においては 「金生産量の増大な
いし金鉱の発見」は,「需要サイ ド」から経済に上昇を導 く構成要因 として





新 しい領域が,交 易に引き込まれるのは,歴 史的にみて古 い先進国の新 しい
販売市場および原料市場への渇望が激 しくなる時期にほかならない(11)」と












「供給のニューフロンティア」とは,こ れまで支配的であ った価格体系 と
は全 く異なる低価格製品や原料を供給可能な諸国が世界市場に出現すること
を意味 し,ニ ューフロンティアの供給サイ ドに視点を置いた概念である。こ
のようなニューフロンティアが,長 期波動のどの時点で出現するかは,コ ン
ドラチェフの説明では明確でないが,新 しい経済現象が,長 期波動の リズム
に照応 して内生的に発生す るものと仮定すれば,古 い先進国の賃金と物価高
によるインフレ体質が極点に達する長期波動の 「ピーク近傍」 とみるのが当
然である。なぜなら長波のピーク近傍では,古 い先進国は強度のコス トイン
フレ体質をもち,貸 金を主 とするコス ト上昇要因が利潤率を低下させ,製 造
工業の生産立地を,低 賃金労働が豊富に存在する開発途上国へと移動させる
必要の切迫を生み,海 外直接投資(ForeignDirectInvestment=FDI)を
通 じて,こ れらの諸国に,資 本を移植する結果となるか らである。
ここで特に重要なことは,長 波ピーク近傍における古い先進国のインフレ
体質の形成が,世 界市場 における 「供給の限界フロンティア線」を拡大させ,
これまで採算が合わないものとして見捨て られていた発展途上国が,そ の低
賃金,低 価格原材料の豊富な賦存のゆえに,に わかに海外直接投資の対象国
となり,経 済活動の採算が向上する 「新開国(ニ ューフロンティア)」 とし
て注目を浴び,直 接投資の工場立地によって低価格製品を世界に供給 し始め
るということである。
長波ピーク近傍での"古 い先進国"の 賃金 とコス ト高が,"新 開国"と い
う 「供給の限界フロンティア線」をつぎつぎに拡延させ,先 進国からの海外
直接投資によって価格破壊的な低価格製品を世界市場に持 ち来たす という






1970年 代の2回 にわたる石油ショックという資源制約は,長 波の頂上を
形成すると共に,賃 金を含む生産コス トの上昇によって先進工業国の産業利
潤率を低下 させ,海 外直接投資(FDI)を 通じて,開 発途上国を 「供給のニュー




は,新 開国からの対先進国向け輸出を拡大 させ,や がて,こ れらの諸国の所
　 　
得増大を促す ことになる。新開国の所得増大は,「需要の限界 フロンテ ィア
線」を世界市場に徐々に広げ,「需要のニューフロンティア」を創 出す るこ
とになる。
ここに言 う 「需要のニューフロンティア」とは,外 貨の準備金に裏打ちさ
れた有効需要によって実質的需要を もつ国が,世 界市場に新たに出現するこ
とを意味 し,「ニューフロンティア」の需要サイ ドに視点を置いた概念であ
る。 この場合 も,こ のようなニューフロンティアが,長 期波動のどの時点で
出現するかは,コ ンドラチェフの説明では明確でないが,新 開国が,海 外直
接投資を受け入れ,低 価格製品の対先進国向け輸出促進によって,十 分な外
貨収入を手に入れる長期波動の 「トロフ近傍」 とみるのが当然である。なぜ
ならば,長 波の トロフ近傍は,「供給の限界フロンティア線」 が最大限に拡
大 され,新 開国の低価格製品が,「新価格パラダイム」 として世界市場で支






換が開始 され るの である。
か くして,長 期波動 の ピーク近傍 で供給 のニ ューフ ロンテ ィアが出現 す る
のに対 して,長 期波動 の トロフ近傍 では需要 のニ ュー フロンテ ィアが出現 す
るというのが,こ れ までの長期波動 の歴史 的事実 であ った と言 えよ う。 コン
ドラチェフは,金 鉱の発見 と新 開国の導入 を同時並列 的に考えていたために,
長波 の開始 にあた って は,金 産 出高 が増大 し,処 女地,と くに植民地 の組み
入れの強化によって世界市場が拡大されるとしたのであるが,こ の場合のニ ュー
フロ ンテ ィアは金鉱の発見 に伴 う需要 のニ ュー フロンテ ィア とい う側面 だけ
を考慮 して いるので あ り,供 給 のニ ュー フロンテ ィアに関 しては,全 く考 慮
されて いな いとい うべ きで ある。従 って,コ ン ドラチ ェフにあ っては,ア メ
リカ合衆国が世界経済 に強 く編入 されは じめ るのは,よ うや く19世 紀 の半
ば(1849年 カ リフォルニアの金鉱発見)以 降の ことで あ るとか,ア ル ゼ ン
チ ン,カ ナダ,オ ースラ トリア,ニ ュー ジー ラン ドが世界経 済への編入が強
まるのは,19世 紀 の90年 代で あると言 っているのは(正2),「冷 凍船」 の本 格
的使用 による対 ヨーロ ッパ 向け食 肉輸 出や金鉱 の発見 によ るこれ ら諸国の需
要のニ ューフロ ンテ ィアの出現 に関連 して言及 してい るもの と考 え られ る。
従 って,コ ン ドラチ ェフは,長 期波動の トロフ近傍 における新需要 フロンティ
アの 出現だ けを取 り扱 ってお り,長 波 ピー ク近傍 におけ る新供 給 フロンテ ィ
アの 出現 につ いて は全 く言及 していない とい う意 味で,論 理 的 に片手落 ちで
あると言 わざるをなえ い。
ちなみ に,長 波 ピーク近傍 におけ る新供給 フロンテ ィアの出現 という考え
は,後 に示す よ うに赤松要教授 の 「雁行形態 の国際的伝播」 と関連 して今 日
特 に重要 な経済的認識 を与 える もの と考 え られ る。
最後 に,コ ン ドラチ ェフの用 いた第五 の対 位法 的手 法 による長期波動 に対
す る説明 の構成要 因は,「 戦争 および革命」 である。 コ ン ドラチ ェフ によれ







図6(且4)はアメリカの卸売物価にもとつ く長期波動であるが,時 期区分 と
しての長波 ピークはすべて戦争と対応 しているように見える。多 くの経済学
者は 「戦争」を経済外的要因によって生ずる外生要因とみなすのであるが,
コン ドラチェフは,戦 争や革命は,天 から降って くるものでもなければ,個 々
の人物の恣意か ら湧いて くるものでもないとして,現 実の情勢 とりわけ経
済情勢を基盤 として発生するとしている。確かに歴史的な物価のランドマー
ク的な上昇は,外 生的とみなされるべき戦争の没発と関連 しているものの,
その戦争 自体が,規 則的に一定の時間的間隔で継起 し,し かもまさに長波の
































そもっとも生 じやすいとみるコン ドラチェフ的 「内生起因説」 によれば,戦
争は長期波動の リズムに照応 して発生し,長 期波動の現象形態として没発す
るのである㈹。





でなくても,「ColdWar」 においても,さ らには 「MildWar」 においても
「体制的システムの選別的淘汰作用」は発生する可能性があり,現 に1991年
の 「ソ連社会主義体制の崩壊」や 「日本型キャッチ ・アップの官僚的統制 シ
ステムの事実上の崩壊」は,世 界的平時の苛酷な選別的淘汰作用であり,コ
ンドラチェフ波動の長波的 「刻印」が示されたものであると考える。
以上のようにコン ドラチェフは,物 価系列におけるピークと トロフを基準
として年代表的時期区分を提示し,① 景気年数仮説や②技術革新仮説,③ 金




2.2B・ ペ リーの物価系列 的対位法 による長期波動論
近年,物 価系列にもとつ く長期波動で注目に価する研究は,B・ ペ リーに
よるカオス的物価変動を想定 した長波分析である㈹。 ペ リーの分析 は,ア
メリカを研究対象 とし,1790年 頃か ら1987年 までの約200年 間 にわたる
「年物価変動率」の移動平均値を求める手法により導かれたものである。研
究対象がコン ドラチェフと同様,物 価系列であるが,コ ンドラチェフの場合
(315)99
政経論叢 第71巻第3・4号
は 「物価指数」 を対 象 としたのに対 して,ペ リーの場 合は 「年 物価変動 率」
で あるとい う点 が相違 している。 ペ リーはアメ リカにおける年 物価変動率 を
もとに して,一 見 ラ ンダムな物価 データがカオス的変動 を もちなが ら,内 生
的な決定論的 メカニズムによって,反 復的 で単純 な本質 的パ ター ンに還元 で
き るとす る考 え方 によ って,長 期波動的時期 区分 を もった 「コン ドラチ ェフ
波動」 を提示 したのであった。 ペ リーの示 したコ ン ドラチ ェフ長期波動 の時










第一次波動 1790 1790～1814 1814 1814～1844 1844 54年
第二次波動 1844 1844～1864 1864 1864～1893 1893 49年
第三次波動 1893 1893～1920 1920 1920～1954 1954 61年






















ある。第一次 波か ら第三 次波の上昇局面に至る時期区分は,ほ ぼ コンドラチ ェ
フの物価 波動 に対応 してい るが,第 三次波の谷(ト ロフ)が 朝鮮戦争の終結
した1954年 で あるとす る。ペ リーの 「コ ン ドラチ ェフ長 期波 動」 に おけ る
特徴 は,反 復 的で単純 な本 質的パ ター ンが,ア メ リカの 「年物価変動率」の
中に"特 定化 されてい る"と い うことであ り,200年 間に四 つ の共 通 す る特
定パ ター ンが見 い出 され るとい うことである。この特定化 された本質的パター
ンは,「 第二次 コン ドラチェフ波動」で もっと も典型的 にみ ることができる。
今,第 二次 コン ドラチ ェフ波動だけを取 り出 して,表 示 したのが,図8-1
であるが,こ の図によれば,ま ず1844年 か ら1864年 までの 約20年 近 くに
わた って物価上昇率 の加速 があ り,そ れは1864年 にお け る ピー クに至 る左
近傍サ イ ドか ら痙れん 的な 「イ ンフ レーシ ョンスパ イラル」 を もち,続 いて











1864年 か ら1873年 にか けて物 価の急速な崩落 が あ り,そ の後1873年 か ら
物価 は再 び上昇 し(二 次 的回復),1878年 に次 の転換点 である比較 的低 めの
山に至 るので ある。最後 に物価 は一 層減速 し,コ ン ドラチ ェフ波 の底(ト ロ
フ)が1893年 に現われ,1844年 か ら始 まったラ ン ドマーク的な物 価波 動 が
終結す る。 この場 合,1878年 か ら1893年 にか けて はマイナスのデ フ レ的低
落 の 「大 不況期」 であ り,物 価や株価,土 地価格が低下 し,銀 行倒産やパニ ッ
クに よって成長率 が低下す る。
か くしてペ リーの提示 した 「コン ドラチェフ長期波動」 の単純 な本質 的パ
ター ンは以下の よ うにStageI～StageVまで特定化 する ことがで きる。
α>StageI:約20年 近 くにわたるラ ン ドマー ク的物価 変 動率 にお ける
最 初の加速期(1844～1857)。
(ロ)StageH:ピ ーク左近傍の上 り坂 にお ける痙れん的 イ ンフ レー シ ョン
スパイ ラルの時期(1857～1864)
㈲Stage皿:物 価 上 昇 率 の急 速 な 崩 落 と加 速 的 デ フ レー シ ョ ン期
(1864～1873)
(⇒StageIV:物 価再上昇 による二次的回復期(1873～1878)・
㈱StageV:大 不 況 期 に よ る コ ン ドラ チ ェ フ 的 ト ロ フ の 出 現
(1878～1893)
第一次波動 ～第三次 波までの各 々の波動 は,す べ て それ な りのStageI
～StageVの 特定化 された単純 な本質的パ ター ンを反復 しているのであるが,
第 四次波 については,ペ リーの分析 が,1987年 で終 ってい るた め に,2002
年の現在が いかな る位置 にあるのか は示 され ていない。 しか し,第 四次 波 も
各 々の長波 と同様 にStageIか らStageVの 特 質を もつ もの と仮定 す れば,
1987年 以後の アメ リカ経済を考慮 しなが ら,図8-2の よ うな第 四次 波上 の
現在地(2002年)を 類推す ることができよ う。














StageVに 突入 してお り,大 不 況期の コ ン ドラチ ェフ的 トロフへ向 か って歩
みつつあ るもの と理解 され よう。ペ リーの長波モ デルか ら判断すれ ば,今 日
層
の 「ITバ ブル崩 壊」 によ るア メ リカの不況 はか な り深刻 な局 面 で あ り,世
界経 済に深い長期 にわた る減速的な局面を もた らす可能性があ る。
ところで,ペ リーに よる分析 の著 しい特徴 は,単 に物価系列 によるコ ン ド
ラチ ェフ長期 波動 の時期区分を析出 しただ けでな く,「 対位法的手法」によ っ
て 「一 人当 り実質GNP」 の年成長率循環を交錯 させ,一 つの コン ドラチ ェ
フ波動 に2個 の 「クズネ ッツ波(サ イクル20～30年)」 が対応す ることを示
した ことであ る。
図9は,ペ リーの提示 した物価系列的対位法 による長期波動 を引用 して,
その まま表示 した もので ある('7)。実線 は図7で 示 した 「年物 価変 動率 」 で
あ り,点 線 は新 たに加 え られた実物 的数量 系列 に もとつ く 「一 人 当 り実質
GNPの 年成長率」 である。
第一次 波動 には1814年 か ら1844年 に至 る一 つの クズネ ッツ波(=30年)





























と1864年 か ら1893年 に至 るクズネ ッツ波(=29年)と の二 つが 内包 され
ている。 また第三 次波には,1893年 か ら1920年 に至 るクズネ ッツ波(=27
年)と1920年 か ら1929年 に例外的 に発生 した実質GNPの 恐慌 的 激変 を は
さんで,1929年 か ら1954年 に至 る15年 の タイム スパ ンを もつ クズネ ッツ
波が示 されている。
第 四次 波にお けるクズネ ッツ波は1954年 か ら始 ま り,1981年 に至 る クズ
ネ ッツ波(=27年)の みであ るが,こ の場 合 も2002年 の現在 まで 類推 的 に
延長すれ ば,図10の ように描 くことができ る。
ここで特 に興味を引 くのは,1973年 の第一次 オイル シ ョックをペ リー は,
















ばれ る実質GNPの 下落 を誘 発す る"イ ンフ レーシ ョンスパ イ ラル"の 開始
期 と考え ているこ とである。第四次波のピークは1981年 で第二次オイル ショッ
クの影響 が最 も強 く現 われた時点 に設定 され,そ の時点 は同時 に一つ 目のク
ズネ ッツ波の トロフとな って いる。.それ以 後Stage皿 の特 徴 で あ る物 価上
昇率の急速な崩落 と加速的 デ ィスイ ンフ レを経験 し,そ れ に対応 して1981
年以 後に始 ま る二 つ 目の クズネ ッツ波が上昇 し始 めるのである。ペ リーによ
れば二 つ 目の クズネ ッツ波の上 昇は 「デ フ レ的成長加速期』 と呼ばれ,物 価
下落ないしディスインフレ下のGNP成 長でφる・このデフレ下の成長加速
は第四次 波では,1981→1993→2001年と続行 し,2001年 を転 換 点 と して,
デ フレ的物価下落 に同調 し,「 大不況」発 生の危機 的可 能性 を ひめた長 期波
動の 「トロフ」へ と急落 して ゆきつつ ある もの と理 解 され る。2002年 の今
日,ア メ リカは,ITバ ブルの崩壊 と共 に,長 期波動 的 危機 局面 の 「大 不況




結局,ペ リーに よる物価系列的対位法 による長期波動 は,概 念図 的には図
llの よ うに示 され,以 下 のよ うな特 定 のStageA～Dを もつ もの と理解 さ
れ る。
(i)StageA:物 価 とGNPが 同調的 に上昇す る 「同調的好況期」
(11)StageB:物価のイ ンフ レ的スパイ ラルによって,ス タグフレーショ
ンが発 生 し,物 価 とGNPが 逆調 す ると同時 に イ ンフ レの ピー クと
GNPの 谷 が複 合する。
(血)StageC:物 価の加速的デ フ レー シ ョン と二次 的 回復 に よ って,
GNPは 「デ フレ的成長」 を実現 す る。














かについては,何 も示されていない。一般 にペ リーの分析は,ラ ンダムな物
価データに存在する反復的で単純な特定の本質的パターンに固執 しすぎてお










おいて実現 され,長 期波動を貿易構造的または産業構造的にみるとき,長 期
波動は雁行形態理論 と結合されて展開されねばならない。異質化から同質化,
あるいは長期上昇か ら長期下降へと雁行形態の進展において実現 される 「赤









① 基本的に雁行形態理論とは,遅 れて工業化をスター トした 「後続国」
の工業品がその製品の輸入(=M),国 内生産(=P),輸 出(=X)と い
う基本的プロセスを経て発展する過程を指すが,産 業のLifeCycle的




② 雁行形態的発展においては,ま ず消費財のような粗製品(A産 業;
労働集約品,標 準商品=StandardizedGoods,「 繊維製品」 に代表 され
る)か ら始まった経済発展が,つ ぎに資本財産業のような精製品(B産
業=資 本集約品,標 準商品,「鉄鋼製品」に代表される)へ と高度化し,
同質化過程を経ながら,先 進国を追跡するものと仮定されるのであるが,
雁行形態的最終到達点は,:革 新産業(C産 業=R&D要 素 集約品,
InnovationalGoods,「 資本知識集約品」に代表され る)を 輸入か らで
はなく自か らの創造性において,異 質化的に造 り出し,バ ーノン的な自
生的プロダク ト・サイクルへと 「軌道転換」することによって,無 限進
行的な創造的異質化の雁行的発展に到達するものでなければならない。
従って,経 済発展に伴 う産業の構造変動は 「A産 業 →B産 業」 という
従来の標準的産業のキャジチアップ過程における高度化にとどまるので
はなく,革 新創造的な自生的C産 業が付け加え られることによって 「A
産業→B産 業 →C産 業」とい う軌道修正的多様化に向けて進行 しなけ
ればならないのである(雁 行形態の第二形態=軌 道修正された多様化)。
③ 従来,雁 行形態の第三形態と言われてきたものは,も っとも発展 した
先進の高度工業国を先頭としてつぎつぎに低次の発展段階にある諸国が
後続 している様子をさしているが㈹,世 界経済における今 日的状況に
おける著 しい特徴は,既 存の標準的産業(A,B産 業)が 「誘発的革新」
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とい う海外直接投資(FDDを 通 じて,低 次発展段階 の途上 国 に移 植 さ
れつつあ ることで ある。
国際的雁行伝播 が進捗す る世界 においては,従 来の 「一 国二財(A,B
産業)」 型 の雁行 モデルでは説 明が不十 分で あ り,も っ と も発 展 した高
度工業国で ある 「覇権 国」 を含 め,そ れに後続す る 「先進 国」,さ らに
は,FDIの 対 象国であ る 「新興国」や 「発 展途 上 国」 を包 含 した 「四
国四財 モデル」 に改変 されなければ,対 位法 的に雁行形 態理論 を長 期波
動論 に組 み込 むこ とは困難 であ る。 そ こで雁行形 態の第三 形態を 「四国
四財 モデル」 に改変 し,こ れを雁行 形態 の 「一般型」 と呼ぶ ことにす る
(雁 行形態の第三形態=一 般型)。
以上 のよ うな旧来 の雁行 形態 とは異な るいわば 「新 型雁 行形態」によって,
「異 質化一 同質化」 の長期波動論 が対位法 的に論議 され る とき,よ り現 実
的な長期波動 の認識 に到達 しうるもの と考え られ る。
まず第一 は,① の雁 行形態の基本型 によって,図12の よ うな新 型雁 行形
態 の基本型 を描 くことがで きる。
横軸は時間で あ り,縦 軸 はある特定産 業 に関 して の輸入(M),国 内生産
(P),輸 出(X),逆 輸 入(M')で あ る。 この図の著 しい特徴 は,to期 に極大
で あった輸入(114;nax)が,t;時 点でnegligiblesmall(.Mmin)とな り,
や がて それ が,第 三 国 か らの逆輸 入(M')と な って次 第 に増大 し,輸 出
(X)や 国内生産(P)を 衰退 させ る役割を担 ってい ることで あ る。 本 来,輸
入 は雇行 形態 にとって,国 内に需要 を植 え付 け,国 内生産 を換 気す る役 割を
もつ もので あるが,逆 輸入(M')は 反対 に,輸 出や国内生産 を段 階的に解消
し,産 業 を 「FadingOut」 す る役割 を もつ。
今,輸 出(X)が 輸入線(M)を 下 か ら切 る時 点をt'と し,t時 点か らt'
時点 まで を 「輸入代替期」 と名命.し(14),ま た逆輸入(Mノ)が 輸 出線(X)を
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プ期」 と名命ず る⑳。 さ らに逆輸入(Mノ)が 輸 出(X)や 国 内生産(P)を 段
階的 に解消 して ゆ くt;時 点 か らt時 点までを 「逆雁行形態期」 と名命 し(2'),
雁行形 態の 「FadingOut」 局面 と呼ぶこ とにす る。
新型雁行形 態の基本型を示す図12に よれば,各 時点(t～t,)で の(Mor
M'),F,Xの 値が示 されてお り,従 って これ らを表3の よ うに各時点に応 じ
て表記 する ことがで きる。 これ ら各 時点 での(MorMノ),F,Xの 大 きさを
もとと して ・
α=(X-M)/P=産 業 の貿 易収支/産 業の 国内生産
β〔22)=F/(P+M-X)=産 業 の国内生 産/産 業 の国内需要
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の値 を容易 にそれぞれの各 時点で求め ることがで きる。
αや βの値 は 「一元化 され た雁行形態」と呼ばれ,本 来,「M(M')一P-X」
の三本 の線 の交錯 によ って求め られ る雁 行形態が,一 本の線 に還元 され たの
であ る。α.が0以 下 のマイナスにある場合 には,そ の産業 は 「輸入 代替期」
であ り,ま た0以 上 で正 であれば 「ポス トキ ャ ッチア ップ期」であ る。逆 に
一担正 であ った ものが,マ イナスにな った場 合には 「逆雁 行形態期 」 にある
と判 明され,そ の産業 はFadeOut局 面 に位置す る。βにつ いて も,基 本 的
には同様で あ り,1を 基準 と して,そ れぞれの各期 に分類 され る。
雁行形態 の進展 が 「異質化 と同質 化」 に対 して どの ように対応 して いるか
は,一 財 モデルだ けでは判断 しえな いので あるが,こ こで は便宜的 に αや β
が右上が りの場合 には,そ の財 の比較優 位が増大 してい る もの と し,「 異 質
化」 が進行 している もの と判断 する。 また αや βが右下 が りの場合 には,そ
の財 の比較優位性が減少 してい るものと し,「 同質化」 が進行 して い る もの
と判断す る。
図13-1～ 図13-2は 「α の値(αx100%)」 につ いて の推 移 を示 した もの














出所:2001年 版 ジェ トロ白書


















出所=2001年 版 ジ ェ トロ白 書
図13-2日 本 の 主 要 産 業 の 貿 易 収 支(対 各 産 業GDP比,実 質 ベ ー ス)
本全体 の α値)が,1985年 の プラザ合意 による円高 以来,ゆ るや かに 「右
下が り」 の傾向 を もち,日 本全体が比較優位性 を失 ないつつ,わ ず かず つで
はあ るが 「同質化」局面を進行 しつ つあるよ うに判 断でき る。 と くに図13-2
におけ る電気機械や精密機械 の右下 が りぶ り著 しく,こ れ ら産業 は今後急激
に比較優 位性 を失 いつつ,ア ジア諸 国 との競合 的 な同質 化 局面 に突入 し,
「FadeOut」 段 階が さけられないのか も しれない。 図13-3は 繊 維産 業 に関
す る α値で あるが,す でに80年 代 の後半 か ら 「逆雁 行形態 的同質 化局 面」
に入 ってお り,日 本 の繊維産業 は,ア ジアか らの逆輸 入に よって,衰 退 ない
し産業廃棄 的なFadeOut段 階 に到達 している もの と理解 され る。
図14-1～ 図14-2は 「βの値」 につ いて山沢逸平教授 の推 計値 を借 用 した
ものであ るが(23),「合成繊維織物業 」 に関 して は,1970年 代 の初頭 に台 湾,
韓国,タ イな どのア ジア諸国が比較優位性 を強 め,α 値が1を 越え る本 格 的
な 「ポス トキ ャ ッチア ップ期」 に入 り,右 上が りの 「異質化」 を強 めつつ あ
る。 これ に対 して 日本 は,1970年 代 の中葉 頃か らゆ るや か に右 下 が りとな
ll2 ,(328)














出所=2001年 版 ジ ェ トロ白 書
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図14-1
り,前 述の ように,80年 代の後半 には,「 逆雁行形態的右下が りの 同質 化局
面」 に入 った もの と考え られ る。 また 「鉄鋼業」 に関 して も,1970年 代 の
後半 か ら韓国が1を 越 え るような右 上が りとな り,そ の他台湾 やイ ン ドネ シ
ア も比較 優位性を増大 し,右 上 が りの 「異質化」が進行 しつつ ある。 これに
対 してア メ リカの鉄鋼業は完全 に1以 下 とな り,「 逆雁行形 態的同質 化局面」
















し産業廃棄的なFadeOut段 階に到達 しているものと理解 される。 日本 の鉄
鋼業 もアメリカと同様の道のりを歩むかどうか注目されるが,現 在のところ
まだ1以 上であり,ゆ るやかながら,右 下が りの傾向にあることが注 目さ
れる。





(Coordination)」 が維持され,世 界経済全体は同質的相剋関係を回避す る
ことができ,雁 行的国際伝播の好循環過程が維持 される。
国際的雁行伝播を通 じた世界経済の長期的発展にとって,最 も重要なこと
は,雁 行形態的構造の整合性がいかに維持 されるかということである。 これ
までの旧来の雁行形態は,・基本的には 「一画二財モデル」 であ り,「構造の
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整合性(coordination)」 が明示的に問題となったことはなく,「A産 業 →B
産業」へと構造の高度化 ・多様化が中心的問題であった。これに対 して長期
波動の 「ピーク近傍」で発生する 「供給のニューフロンティア」の出現は,
具体的には長期波動的世界経済の物価上昇か ら生ずる 「国際的雁行伝播」 と
して発生 し,旧 来の古い先進国のイ ンフレ体質が 「供給の限界フロンティア
線」を拡大 し,海 外直接投資を通 じて,企 業が途上国へと移籍される一方,
低価格品を世界市場に大量に供給することになる。これは世界的規模におけ
る 「物価のパラダイムシフ ト」であ り,デ フレ的価格低落作用によって長期
波動を下降に向かわ しめるものである。「一国二財モデル」 における旧来の
雁行形態理論 においては,国 際的雁行伝播 と世界物価の長期下降は,世 界経
済の 「同質化的構造」として把握されているのであるが,そ れは必ずしも正
しい認識を供与するとは言えない。なぜな ら,も し,「雁行形態的整合性」






























まず覇権国は,革 新創造的に 「C産業」(資本知識集約品,代 表はコンピュー
タ)を 自生的に技術開発 し,そ の産業の生産((島)と 輸出(Xc)に 生産資源
の主力を投入するものと仮定されている。C産 業は付加価値が高 く,そ の生
産力によって,後 続の先進国と新興国からB商 品とA商 品をそれぞれ大量
に逆輸入(M'eとMA)す ることが可能である。
一方,先 進国は,B産 業において模倣的キャッチアップを実現 し,生 産資
源の主力をB産 業に投入 しており,そ.の産業の国内生産(島)と 輸出(X8)
が実現される。先進国のB商 品輸出(X8)は,具 体的には覇権国の先進国か
らの逆輸入(1%)と 新興国ならびに発展途上国の各輸入の合計にひとしい。
他方,新 興国は,A産 業においてキャッチア ップを実現 し,生 産資源 の主
力をA産 業に投入 しており,そ の産業の国内生産(PA)と 輸出(Xハ)が 実現
される。 この場合 も同様に,新 興国の輸出(X,)は,覇 権国と先進国の新興
国からの逆輸入に発展途上国の輸入を加えたものにひとしい。唯一発展途上
国だけは,そ の生産資源を注入する工業品を持たず,お そらく特産品である
農鉱産物(第 四財)を 輸出することによって,そ れと交換に工業品であるA,
B商 品を輸入(1レfA,M;)し ているものと考えられる。















ア線」が潜在的に拡大 し,生 産の立地条件が 「ニューフロンティア」に有利
に転回することである。二・ユーフロンティアにおける有利な立地条件の転回
と共に先進国からの海外直接投資が促進されるが,こ こで最 も重要な 「整合
性の条件」は,直 接投資が 「順貿易志向的」でなければならないということ
である。すなわち,ニ ューフロンティアである被投資国で生産される製品は,
被投資国から投資国へと輸出が促進 される一方,投 資国の逆輸入が加速 され
るような 「産業構造の高度化」的構造変化が投資国で発生することである。
国際的雁行伝播が好循環的に展開するにあたって,小 島教授が提言 された
「PROT-FDI」 という概念は,き わめて重要であり,補 完的異質性の整合性
が実現されるための第一条件であると言えよう。
国際的雁行伝播の 「使者」 とも言 うべき海外直接投資が 「PROT-FDI」
であるとき,輸 入代替的構造変化が図16-1の ように実現され,P,P,の 国内












M,M2へ と急激に減少 し,国 内生産(P)が 輸入水準(M)に ひとしくな るよ
うに,す ばやく安定的に確立される(t→ 〆)。 これが,PROT-FDIに よる
「輸入代替的構造変化」である。
投資国の海外直接投資がPROT-FDIで あれば,国 際的雁行伝播 は,世 界
経済に 「新 しい供給のフロンティア」を植えつけ,そ の地域からの輸出を促
進 し,外 貨獲得が可能 となるような主導部門がそこに移植されたことになる。.
後続的停滞の中に発展の手がか りを得ないまま放置されていた発展途上国
に外貨獲得をもたらすような産業の主導部門を生み出すということが最大の
眼目であるとすれば,雁 行形態的発展の 「整合性」は,単 に輸入を減少させ
るような 「輸入代替的構造変化」を越えて,輸 出を促進するような国内生産
の本格的確立をめざす 「輸入代替的構造変化」が望 まれる。 これは図16-2
に示すような 「雁行形態的構造変化」であり,国 内生産が本格的に拡大する
ことによって,輸 出が促進されたり,あ るいは 「経済特区」からの輸出拡大
によって国内生産が本格的に拡大 されるかのどちらかによって外貨獲得をも







結局,PROT-FDIに よる 「新 しい供給フロンティア」 の成立は,投 資国
である先進国に図16-3と 図16-4で 示すような構造変化を促すことになる。
図16-3は,国 際的雁行伝播によって生 じた同質化的構造変化であ り,投
資国の比較劣位産業(A財)の 逆輸入(M'A)を 受容 し,後 続的被投資国 に













これに対 して図16-4は,同 質化的構造変化を否定するような 「異質的構
造変化」であ り,比 較劣位のA産 業から比較優位な高付加価値産業 「B財 」




A産 業からB産 業へと生産資源を移行させ るような主導部門構造変化が生
じなければ,PROT-FDIの 成功 もおぼつかないものとなることは明 らかで
ある。
しか し,他 方,先 進国が 「主導部門構造変化」 を通 じて,仮 にB産 業に
高転換 したとしても,他 の先進国との間にB産 業 に関 して同質化的構造を





　 　 　 　
プのパターンか ら軌道修正 し,自 生的な革新の創造パターンに変化するよう





状態を脱 して,「覇権国」と呼ぶにふさわ しい経済状態 に到達 した もの と判
定 される。
世界的発展の各段階で異質化による超過補償の整合作用が効力をもつため
には,覇 権国で,キ ャッチアップから軌道修正 された自生的イノベーション
によってつぎつぎと新産業が革新されることであり,逆 にそのような力が衰











まず第一に,日 本の1970年 代の高物価高コス ト体質が,東 南アジア諸 国
や中国へ段階的,拡 延的にPROT-FDIを 促進 させ,1980年 代頃か ら,日 本
の産業に逆雁行形態的現象をつぎつぎと多発させ,90年 代初頭のバブルの
崩壊 と相まって,デ フレ的な物価低落現象を生 じさせつつある。今日の日本
の物価低落は,バ ブル崩壊による総需要の減少に,長 期波動的世界物価の下
降作用が加わったものであり,デ フレからの脱却はかなり困難である。
第二 にアメ リカは,逆 雁行形態現象を先進国で もっとも早 く経験 し,
70～80年 代に日本と,ま た90年 代には東アジアや中国にキャッチアップ的
追い上げをうけ巨大貿易赤字を滞積 しつつある。
1970～80年 代の日米貿易摩擦は,日 本の同質化のス ピー ドが,ア メ リカ
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の異質化のス ピー ドを上回ったものであ り,「逆雁行形態的構造変化」 が現
実には遅々として進まない事例をアメリカが示 したものと解釈すべきもので
ある。
しか し,90年 代初頭から,ア メリカで発生 したIT産 業や金融ハイテク技
術等々の革新創造的構造変化が世界経済の異質化的構造変化をもたらし,ア










世界経済は1990年 以降,ア ジアをはじめ,旧 共産圏が 「供給のニューフ





結局,世 界経済は供給サイ ドと需要サイ ドの両面で,同 質化のスピー ドを





3.非 物価系列(数 量,生 産高などの実物変数)的 対位法に
もとつ く長期波動論
一般に長期波動という場合,そ の検出対象が 「物価系列」にもとつく時期









で論ぜ られてきたものであり,キ ッチンサイクルの 「在庫投資」,ジュグラー





の中で,重 要な比重を占めてきている。物価変動 とは異なって,資 本蓄積率
の変動は,利 潤率の変動 と直結 しており,経 済の実体変動としてタンジブル
で視覚的な具体性をもった研究対象と言える。
近年,成 践大学渡辺健二教授は,実 物変数系列である 「資本蓄積率」を研
究対象 とする長期波動の析出に努力 し,こ の分野 で多いに注 目を浴びてい
る㈲。渡辺教授の提示 した資本蓄積率 を研究対象 とす る 「世界経済の長期
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波動」は,イ ギ リスからアメリカへの覇権交替を考慮 した長期波動論で,
1846年 以前 はイギ リスについて,そ れ以後は,ア メリカの資本蓄積率 の変
動をつなぎ合わせ ることによって導き出されたものである。資本蓄積率のデー
タ(固 定資本総額の対前年成長率)は,基 本的にはMadisonの 計測結果を
ベースとするものであるが⑳,そ こでカバーしきれない資本形成 データは)
GDPや 工業生産指数などで代用することによって,1757年 まで遡ぼ り,そ
こを起点としてイギリスの第一次コンドラチェフ波がスター トするものと仮
定される。渡辺教授の独特の解釈のもとで,イ ギリスとアメリカの資本蓄積
率データが1846年 以降連結 され,「世界経済長波」として一本化 されるので
ある。
表4は,渡 辺教授によって示された固定資本蓄積率にもとつ く世界経済長
波の時期区分であり,1757年 から始まって,1993年 までに四つのコン ドラ
チェフ長期波動が観察されている。2002年 の今 日は,1993年 以後 に開始 さ
れた第五次コンドラチェフ長期波動の上昇局面に位置するものと解釈されて
いる(28)。
図17は,渡 辺教授が 「世界経済長波」 として提示 した資本蓄積率 による
非物価系列の 「時期区分」を概念図的に示 したものである。この実物系列に
もとつ く長期波動を物価系列にもとつ くコン ドラチェフ長波の 「時期区分」










第一次波動 1751 1757～1796 1796 1796～18151815 59年
第二次波動 1815 1815～1846 184E 1846～1864 1864 49年
第三次波動 1864 1864～1903 1903 1903～1933 1933 69年
第四次波動 1933 1933～1973 1973 1973～1992 1922 60年










…L_麹 第二次繭 一 翻
輸送 イ ンフラ 輸送 インフラ 輸送 インフラ 輸送 イ ンフラ インフラ
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図17
の トロフを意味 し,丸 印で囲んだ年次 は ピー クを示す もの とす る。
第一次長期波動 第四次長期波動
「物価系列[1789一(1814一[1849物 価系列194]一[1973-2002年














一見 してわかることは,各 波動に関して,実 物系列の長期波動が物価系列
の長期波動よりも,そ の波動の開始年,ピ ーク年,ト ロフ年のそれぞれにお
いて,先 行 しているということである。その先行年(括 弧内の数字)は 最大
で30年 を越える場合もあり,第 三次,第 四次波動へと変化す るにつれてそ
の差が小 さくなってきているのが特徴である。また図7で 示されたB・ ペリー
の物価変動の振幅がプラスからマイナスへと最大約24%(一8%～+16%)
の範囲で大きく変動 しているの対 して,実 物系列の振幅は約0%～6%内 で
著 しく小さいという特徴をもっている。
これらの違 いが,単 なる統計上の問題であるのか,本 質的な 「物価」 と
「実物」との相違にあるのかは,こ こでは判断できないが,時 代が下 るにつ
れて,そ の差が小さくなりつつあるということは注目に値 しよう。








まず,時 代時代の長期波動は,技 術 ・経済パラダイムの特性をもち,そ れ
はその時々のインフラストラクチャー,と くに輸送手段のインフラス トラク
チャーあ変遷進化と補完的に結合 している。 また,技 術 ・経済パラダイムの
基礎となる 「中核投入要素(KeyFactor)」 は,そ の時代にエポックを画す
るようなパラダイムシフトとして出現する。
図7の 下部に示 しているように,第 一次波動 と第二次波動の輸送インフラ
は,イ ギ リスとアメリカにおける 「運河建設」であり,中 核投入要素(Key
126(342)
長期波動と対位法
Factor)は 「鋳鉄,水 力,錬 鉄 」 で あ る。 ま た第三 次 の輸送 イ ンフラは
「鉄道」 であ り,KeyFactorは 「鋼 鉄」 であ る。 さ らに第 四次 波動 の輸 送
イ ンフラは 「舗装道路」 であ り,KeyFactorは 「石油」 であ るの に対 して,
第五次波動で は,「 空港建設 とイ ンターネ ッ トの敷設」 な らびに 「ICチ ップ」
とな っている。
長期波動 は,イ ンフラス トラクチ ャー投 資 と強い補完的結 合関係を もつの
であるが,同 種 ない し同一 イ ンフラの磨耗 と更新ない しその耐用年数 によっ
て長期波動 が形成 されるのではな く,技 術 や社 会経 済制度のパ ラダイム シフ
トに応 じて,イ ンフラス トラクチ ャーは,各 長 波で異な る形態を もち,時 代
時代 に応 じてイ ンフラス トラクチ ャーは進 化的変遷 を行 う(運 河 → 鉄道 →
舗装道路 → イ ンターネ ッ ト)。
また各長期波動 を特徴 づけるイ ンフラス トラクチ ャーは,先 行長波の下降
期 に 「DepressionTrigger」 と して 出現 し,当 該長 期 波動期 間 に成 長 を遂
げ,長 期波動 の末期,す なわち 「トロフ」 近傍 で最 長距離の建設 を達成 し,
飽和点 を形成す る。従 って,イ ンフラス トラ クチ ャーの成熟飽和 点への到達
は,一 つの長期波動 の終末 を告 げる 「証 し」 であ り,資 本蓄積率 の最小化を
意味 している。
実物面か ら長期波動 を発生 させ る最大 の要 因は,時 代 にエポ ックに画す る
ような 「技術的 なパ ラダイム シフ ト」 であ るが,長 期波動の下降期は,経 済
社会制度が,新 しい技術パ ラダイム と 「ミスマ ッチ」 を起 こし,長 期停滞を
発生 させ る。 しか し経済社会制度 が変革 されて新 しい技術パ ラダイム と 「べ
夕一マ ッチ」す るとき,長 期波動 の上昇 が実現 す る。
総 じて渡辺教授の問題提起 は,資 本蓄積率 とい う非物 価系列を対 象 と して
イ ンフラス トラクチャーの技術革新波動 を対位法 的に用 いた ものであ り,G・
メ ンシュの 「循環的 変型 モ デル(MetamorphosisModel)」に類 似 した考




度の 「ミスマ ッチ」と 「ベターマ ッチ」による長期波動形成論は,赤 松教授
の 「総合弁証法的長波論」に通 じる本質的な問題提起を包含するものであり,
重要な視点を供与するものである。
4.お わ り に
2002年 現在の世界経済を 「物価系列的長期波動」で見る限り,「 世界 デフ
レ」の徴候がなによりも物語っているように,第 四次長期波動と第五次長期
波動の 「長波的谷間」に存在するとみるのが最 も妥当な見解である。長期波
動の 「谷間」 という表現は,「下降 している」 とも 「上昇 している」 とも判




し,調 整インフレ的に図18で 示されるようなa→b→cの プロセスで物価
を循環的に引き上げれば解決できるものと考えている。 しかし長期波動論者
は,a→bの デフレ的物価低落は,「物価の不連続的パ ラダイムシフ ト」 に
よって生 じた 「長波的末期の現象」であ り,単 なる調整インフレ的循環政策
によっては解決 しえないものと考える。
現在発生 しているデフレ的物価低落(a→b)は,基 本的には,当 該長波
のピーク近傍で発生 した 「供給のニューフロンティア」の出現 と,既 存技術
製品の 「成熟飽和」による総需要の減少によって生 じた物価のパラダイムシ
フ トによる 「新長波の発生(e→d→f)」 に対 して ミスマッチを起 こしてい
ることが原因であ り,旧 長波におけるa→bの デフレ的物価下落は,新 長波





















価格破壊的デフレ現象の背後には,経 済の制度的 ・システム的高コス ト体質
のミスマッチがあり,ミ スマッチが続 く限り,物 価は低落 し,そ れが破壊 し
つ くされるまでa→b→dの 径路でデフレは進行する可能性がある。
しか し,デ フレの極限である長波下降の 「底点近傍(d点)」 では,対 途
上国や新興国向けのこれまでのFDI活 動が有利性 を減少 させ(例 えば中国
人民元の切上げや円の切下げなど),FDIの 停止 とそれに代 る日本輸 出の増
大が生ずる可能性がある。 これは,長 波上昇の 「ピーク近傍」での輸出に代
替す るFDIの 進 出と好対称をなす経済行為であ り,中 国をは じめとする
「需要のニューフロンティア」が本格的に対 日輸出に開かれて くる時点 とみ
ることができるか らである。第五次長期波動に伴 うe→d→fの 新規物価パ
ラダイムに日本がd点 のような低物価においてベ ターマ ッチす る時,日 本
はA財(繊 維を代表とする労働集約品)やB財(鉄 鋼を代表 とす る資本集
約品)に 関 しては 「逆雁行形態状態」 となるが,FDIに 代 るC財(ITに 代
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表 され る技術的パラダイムシフ トを体現 した革新創造的新商品)の 輸出増大
によって,d→fへ と高付加価値製品による高価格を享受する局面が訪ずれ
るであろう。
結局,わ れわれは,e→d→fの 第五次長期波動に伴 う新規物価パラダイ
ムにベターマッチするような経済 システムを形成するために,経 済社会制度




元する(a→b→c)も のと考えられてきたが,こ れは大きな誤 りであり,
実際は物価や技術の非連続性のもとに,長 期波動は,時 代的 ・世紀的に新 し
く 「物価のパラダイムシフ ト」として生み出されてくるものと見 るべきであ
り(e→d→f),単 なる調整インフレ的貨幣増刷によって,物 価を元の水準
に復元させるという単純な循環論(a→b→c)で は,問 題の本質 に全 く対
処 していないと言わざるをえないであろう。
新 しく長期波動が生れ出る時は,既 存の 「物価や技術パラダイム」が音を





(1)「 時期区分」という表現は長期波動論にとって重要な 「用語」 であ り,一 般
性をもった概念である。かかる概念を用いて長期波動論を展開 しているのは,
成践大学渡辺健一教授である。
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